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 参画と協働のまちづくりに関する職員アンケートの結果について 

 

 

※ 実施期間 平成２２年９月２２日～９月３０日 

※ 回答者数 ４５８名 

 

 

 

【回答者の属性】  

 

★年齢                    ★性別 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★役職                     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

 

④５０歳～６０歳代
39.0%

①１０～２０歳代
13.6%

②３０歳代
23.7%

③４０歳代
19.7%

⑤無回答
3.9%

①男性
54.9%

②女性
40.9%

③無回答
4.2%

美化推進部
0.7%

水道局
1.3%

市立川西病院
2.0%

消防本部
19.1%

市議会事務局
0.0%

その他
8.6%

無回答
9.2%

教育委員会事務局
8.1%

会計室
0.2%

まちづくり部
1.8%

土木部
7.2%

健康福祉部
12.9%

企画財政部
0.9%

総務部
4.2%

市民生活部
5.3%

こども部
18.6%④その他

43.4%

①部長・室長級
7.0%

②課長・課長補佐
級

17.0%

③主査・主任
22.7%

⑤無回答
9.8%

★所属 
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１．参画と協働のまちづくりに関する考え方について 

 

問１ あなたは「参画と協働」についてどの程度理解していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 仕事を進める上で「参画と協働」を意識していますか。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 問２で「③あまり意識していない」または「④全く意識していない」と回答した方にお伺い

します。その理由はなんですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④全くわからない
9.2%

①よく理解している
7.9%

②ある程度は理解し
ている
45.9%

③言葉は聞いたこと
がある
37.1%

④全く意識していな
い

10.3%

①常に意識している
15.3%

②ときどき意識して
いる
36.9%

③あまり意識してい
ない
37.6%

 仕事を進める上で、「参画と協働」

を常に意識している職員は、回答者

の 15%であり、37%の職員はと

きどき意識していると回答してい

る。反面、38%の職員はあまり意

識しておらず、10%の職員は全く

意識していないという状況である。 

  

仕事を進める上で「参画と協働」を意

識していない理由を尋ねた結果、回答者

の半数近い 46%の職員が、手法やプロ

セスがわからないためと回答している。

また、参画と協働にふさわしい事業がな

い 20%、時間的余裕がない 17%、市民

公益活動団体とのつきあい方がわから

ない 7%という結果となった。 

その他の理由としては、そのほとんど

が「参画と協働」の意味がわからないと

いう理由であった。また、行政の主体性

が無くなり、無責任なまちづくり・行政

運営になる、長期的な視点にたった運営

が出来ないという意見もあった。 

 回答者の 54%が、「参画と協働」について

理解をしているが、46%は言葉は聞いたこ

とがある、全くわからないと回答している。 

  

⑤その他
10.2%④市民公益活動団

体とのつきあい方が
わからないため

6.9%

①参画と協働にふ
さわしい事業がない

ため
19.9%

②時間的な余裕が
ないため
16.7%

③手法やプロセス
がわからないため

46.3%



 3 

問４ 参画と協働のまちづくりが必要だと思いますか。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 問４で「①思う」または「②どちらかと言えば思う」と回答した方にお伺いします。その理

由はなんですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 問４で「①思う」または「②どちらかと言えば思う」と回答した方にお伺いします。あなた

は、参画と協働を推進する上で、どのようなことが必要だと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

⑤わからない

15.3%

③どちらかと言えば思わ

ない

3.1%

②どちらかと言えば思う

41.3%

①思う

39.5%

④思わない

0.9%

 回答者の約 81%が必要だと思っている

が、4%の職員は必要と思わないと回答し

ている。 

 また、15%の職員は、必要かどうかわ

からないと回答している。 

その他

2.0%

市民の社会参加への意識が

高まってきているため

15.1%

市民の自治意識向上を促進

するため

21.8%

行政だけでは対応困難な地

域課題や市民ニーズに対応

するため

57.3%

コスト削減など行財政改革を

推進するため

3.8%

 参画と協働のまちづくりが必要であ

ると思う職員に、その理由を尋ねたと

ころ、「行政だけでは対応困難な地域課

題や市民ニーズに対応するため」とい

う回答が過半数の 57%を占めた。その

他、「市民の自治意識向上を促進するた

め」22%、「市民の社会参加への意識

が高まってきているため」15%、「コ

スト削減など行財政改革を推進するた

め」4%という回答であった。 

 その他、住民満足度向上のため、そ

もそもの自治を実現するため、社会状

況の変化（少子高齢化、職員減、不況

など）への対応などの回答があった。 

参画と協働のまちづくりが必要であると思う職員

に、参画と協働を推進する上で必要なことを尋ねた

ところ、「市民と行政が情報を共有できる仕組みづく

り」という回答が 43%と半数近くを占めた。また、

「市職員の意識改革や市の組織体制の整備」22%、

「市民への意識啓発やリーダーの育成」19%、「活

動団体を支援するための助成制度、活動拠点の充実」

13%という回答結果となった。 

その他、「市民の自治意識を醸成させる具体的な仕

組みの構築と実行」、「行政はハード面等の環境整備

程度とし、市民活動の醸成には行政の関りは最小に

とどめ自主的活動を促すべき」、「住民も意見を言う

からには未来永劫重い責任が伴うことを認識させる

必要がある。それぐらいの覚悟がなければ続かない

し、してはいけない」、「まちづくりのビジョンを行

政と市民が共有し、具体的な目標や成果を見える化

していくこと」などの意見もあった。 

その他

2.4%

市民への意識啓発や

リーダーの育成

19.2%

市職員の意識改革や市

の組織体制の整備

22.2%

市民と行政が情報を共有

できる仕組みづくり

43.1%

活動団体を支援するため

の助成制度、活動拠点

の充実

13.2%
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    問７ 問４で「③どちらかと言えば思わない」

または「④思わない」と回答した方にお伺

いします。その理由はなんですか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．担当業務での市民公益活動団体（自治会、コミュニティ、ボランティア、ＮＰＯなど）との関

わりについて 

 

問８ あなたの担当業務は、市民公益活動団体との関わりがありますか。 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

問９ 問８で「①ある」と回答した方にお伺いします。関わりのある団体は？（複数回答可） 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

参画と協働のまちづくりが必要であると思わない職員

に、その理由を尋ねたところ、「参画と協働の中身がわか

らない」という回答が過半数を占め、5２%となった。ま

た、「相手と行政との相互理解を図るのが難しい」、「行政

単独で事業を行った方が時間的、金銭的な負担が少ない」、

「相手の事業実施能力がわからず、信頼性に欠ける」とい

う回答がそれぞれ 1４%～10%であった。 

その他の意見として、「市民の社会参加への意識が高ま

っていないと思うから」、「市議会議員がその役目を担うべ

きだと考えるから」という意見もあった。 

②ない
45.6%

①ある
54.4%

 担当業務が市民公益活動団体（自治会、コミ

ュニティ、ボランティア、ＮＰＯなど）との関

わりがあるかどうかを尋ねたところ、過半数の

54%の職員が関わりがあると回答した。一方、

46%の職員は関わりがないと回答している。 

担当業務が市民公益活動団体（自治会、

コミュニティ、ボランティア、ＮＰＯな

ど）と関わりがあると回答した職員に、

関わりのある団体を尋ねたところ、自治

会４０%、コミュニティ３１％、ボラン

ティア１８％、NPO９％であった。その

他として自主防災組織、各種文化団体、

PTA、主任児童委員、老人会、まちづく

り協議会、民間会社、商店会、消防団な

どの団体も挙げられた。 

 

その他

9.5%

行政単独で事業を

行った方が時間的、
金銭的な負担が少な

いため
9.5%

相手と行政との相互

理解を図るのが難し
いため
14.3%

「参画と協働」の中身
がよくわからないため

52.4%

相手の事業実施能力
がわからず、信頼性

に欠けるため
14.3%

ＮＰＯ

8.8%

コミュニティ

31.0%

ボランティア

17.9%

自治会

39.8%

その他

2.5%
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問 10 問８で「①ある」と回答した方にお伺いします。団体との関わり方は？（複数回答可） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．仕事以外での市民活動・地域活動への関わりについて 

 

問11 あなたは自治会や町内会に加入していますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12 問 11 で「①加入している」と回答した方にお伺いします。自治会や町内会に加入してい

る理由はなんですか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 職員等の自治会などへの加入状況に

ついて尋ねたところ、71%の職員が

「加入している」と回答した。また、

「加入していたが、現在は加入してい

ない」と答えた人が１０%、「加入した

ことがない」と答えた人が 20%であ

った。 

⑤その他
4.6%

③生活に必要な情
報が得られるから

18.0%

②地域を住みよく
するのに役立ちた

いから
25.8%

①加入するのは当
たり前だから

49.3%

④いざというときに
助けてもらえるか

ら
2.3%

自治会などに加入している人に、その理由を尋ね

たところ、「加入するのは当たり前だから」という回

答が約半数の 49%であった。また、「地域を住みよ

くするのに役立ちたいから」26%、「生活に必要な情

報が得られるから」18%、「いざというときに助けて

もらえるから」2%という回答であった。 

その他の回答として、「脱退させてもらえない」、

「仕方ない」というものや、「住んでいるマンション

を建設する条件にマンションの住民は自治会に絶対

加入することが条件になっているため」、また「市職

員だから」というものもあった。 

 担当業務が市民公益活動団体（自治会、コミュ

ニティ、ボランティア、ＮＰＯなど）と関わりが

あると回答した職員に、団体との関わり方を尋ね

たところ、「団体への協力依頼」が４１%だった。

また、共催・後援が２３%、業務委託と補助金等

の交付がそれぞれ１２%であったほか、さまざま

な事業における連携・協力などの事例も回答され

た。 

 このことからも、既に協働の取り組みがあちら

こちらで行われていることが窺える。 

補助金等の交付
12.1%

事業の共催・後援
23.4% その他

11.0%

団体への協力依頼
41.3%

業務の委託
12.1%

③加入したことが
ない
19.7%

②加入していた
が、現在は加入し

ていない
9.6%

①加入している
70.7%
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問 13 問 11 で「①加入している」と回答した方にお伺いします。あなたはどのような形で自治

会や町内会の活動に参加していますか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14 問 11 で「①加入している」と回答した方にお伺いします。加入している自治会や町内会

の課題はなんですか。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問15 問 11 で「②加入していたが、現在は加入していない」または「③加入したことがない」

と回答した方にお伺いします。その理由はなんですか。 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 自治会などに加入していると回答した職員

に、活動の形態について尋ねたところ、「役員

として活動している」と回答した人が 1５%

であった。また、「役員ではないが、活動に参

加している」3４%、「会費の負担のみで、活

動にはほとんど参加していない」２８%、「自

分は活動に参加していないが、同居している

家族が参加している」２０%という回答結果

であった。 

 自治会などに加入していると回答した職員に、

加入している自治会などの課題を尋ねたところ、

「役員の引き受け手が少ない」という回答が最も

多く 47%であった。また、「未加入世帯が多い」

13%、「会員の連絡網づくりが難しくなってきた」

11%、「脱退される高齢者が増加している」9%と

いう結果となっている。 

 また、その他の意見として、「事業の効果的経営、

活動の簡素化、会の帰属意義の PR」、「活動の参加

者が少なく、参加者も片寄っている」、「若い人と

年配の人の意見が合わない」などがあった。 

 自治会などに現在は加入していない、または、

加入したことがない職員にその理由を尋ねたと

ころ、「加入のメリットがないから」17%、「役

員になると忙しくて大変だから」13%、「自治

会や町内会の雰囲気になじめないから」7%とい

う結果であった。 

 また、その他の意見として「自治会からの勧

誘がない」、「自治会がない」、「参加の機会、き

っかけがない」、「マンションの管理組合に入っ

ている」などの意見があった。 

脱退される高齢者
が増加している

8.9%

役員の引き受け手
が少ない

47.3%

未加入世帯が多い
12.8%

会員の連絡網づく
りが難しくなってき

た
11.0%

その他
19.9%

その他
62.8%

加入するメリットが
ないから

16.8%

役員になると忙しく
て大変だから

13.3%

自治会や町内会
の雰囲気になじめ

ないから
7.1%

⑤その他
3.8%

③自分は活動に参
加していないが、
同居している家族
が参加している

19.6%

②役員ではない
が、活動に参加し

ている
33.8%

①役員として活動
している
14.8%

④会費の負担の
みで、活動にはほ
とんど参加してい

ない
28.1%
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問 16 「市職員は自治会活動等に積極的に参加し、地域に貢献すべきである」という声が市民の

方から寄せられていますが、あなたはどう思いますか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17 あなたはボランティアやＮＰＯなどの活動（自治会・町内会の活動は除く）に参加してい

ますか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 18 問 17 で「①参加している」と回答した方にお伺いします。その活動はどのような分野で

すか。（複数回答可） 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①参加している
16.8%

②参加していた
が、現在は参加し

ていない
16.6%

③参加したことが
ない
66.6%

 ボランティアやＮＰＯなどの活動に参加してい

るかどうか尋ねたところ、「参加している」と回答

した人は 17%であるが、「参加していたが、現在

は参加していない」17%、「参加したことがない」

67%という結果で、参加している人は少数であっ

た。 

加入する必要はな
い

0.9%

参加するかどうかは
個人の自由である

36.7%

活動の仕方は別に
しても、自治会等に
加入すべきである

36.0%

積極的に参加すべ
きである

21.8%

その他
4.6%

 「市職員は自治会活動等に積極的に参加し、地域に

貢献すべきである」ということについての考えを尋ね

たところ、「参加するかどうかは個人の自由である」

37%、「活動の仕方は別にしても、自治会等に加入す

べきである」36%、「積極的に参加すべきである」22%

という回答であった。 

 また、その他の意見として、「市職員とか、会社員

とか関係なく、できれば自治会等活動をしていれば入

るべき」、「コミュニティ・自治会等の活動には市行

政への要望・苦情が多いため、市職員は深く関わりづ

らい」、「参加する気持ちはあるが、参加しやすくす

る環境、条例整備が必要。休日出勤、サービス残業な

ど、日々の業務だけで精一杯」などの回答があった。 

 ボランティアやＮＰＯなどの活動に参加

している人にその活動分野を尋ねたとこ

ろ、「文化・芸術・スポーツ振興」が一番

多く、２９%であった。次いで、「保健・

医療・福祉」１８%、「環境保全」1７%

となっている。 

その他
3.9%

地域安全
13.6%

子どもの健全育成
12.6%

文化・芸術・スポー
ツ振興
29.1%

保健・医療・福祉
18.4%

環境保全
16.5%

社会教育
5.8%
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問19 問 17 で「②参加していたが、現在は参加していない」または 

「③参加したことがない」と回答した方にお伺いします。その理由はなんですか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 20 職員がこれから、ボランティアやＮＰＯなどの活動に積極的に参加するためにはどのよう

な取り組みが効果的だと思いますか。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 ボランティアやＮＰＯなどの活動に参

加していない人にその理由を尋ねたとこ

ろ、「参加する時間がない」と答えた人が

約半数の 51%であった。また、「興味は

あるがきっかけがない」という人が 29%、

「関心がない」という人が 12%、「団体

に属さず、個人で活動している」という人

が 1%であった。 

  

団体に属さず、個
人で活動している

ため
1.0%

参加する時間がな
いため
50.5%

興味はあるが、
きっかけがないた

め
29.4%

ボランティアやＮＰ
Ｏなどの活動に関

心がないため
11.9%

その他
7.3%

 職員がこれから、ボランティアやＮＰＯなど

の活動に積極的に参加するための取り組みを

尋ねたところ、「活動に参加しやすい職場環境

づくり」という回答が 48%ともっとも多く、

次いで、「情報交換の機会の設定」26%、「職

員への意識啓発」14%という回答であった。 

 反面、「活動への参加を促す必要はない」と

いう意見も 9%あった。 

 また、その他の意見として、「参加すること

にインセンティブをつけるのが効果的だが、活

動はあくまで自発的な参加によるもので積極

的な参加を促す環境づくりなどは、強制参加を

想起させ不快」、「職務として参加する」など

の回答もあった。 
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